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平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

総  務  部

事 業 名 総合的危機対応体制推進費

予 算 額 7 , 0 0 o 千円 新規 ・継続の別 新 規

事 業 内 容

目的

対象

方法等

1 趣 旨

①府民の安心 ・安全にかかる対応体制をより強固なものとするため、
総合的な危機管理に係る指針の作成や想定される危機事象に対応す
る個別の危機管理マニュアルを作成するなど、総合的な危機管理体
制を確立する。

②国民保護法制の成立を視野に入れ、国民保護計画策定に関連する諸
資料の収集、整理や市町村 ・警察 ・消防 ・自衛隊等の関係機関との
連携調整の強化を図る。

2  事業内容

> 総合的な危機管理体制の充実強化
○個別危機管理マニュアルの作成
○総合的な危機管理指針の策定
○机上演習など訓練実施

○危機管理研修

○市町村、警察、消防、自衛隊

> 「国民の保護」関連事業

○ 「国民保護計画」(仮称) 策売
・検討会議、市町村 ・関係機|

○避難救援等の方法の検討
・近隣府県、市町村等との協i

O その他
・国等との協議、情報収集等

担当課 ・係名1 総務調整課 企画調整担当 課 係 電話番号 075o4 14-40 33

総務- 1



平成1 6 年度当初予算案主要事項説明

総  務  部

事 業 名 情 報 共 有 化 推 進 事 業 費

予 算 額 8 8 , 0 0 o 千円 新規 ・継続の別 新規

事 業 内 容

目的

対象

方法等

1 趣 旨

①住民発・住民参画・住民協働の行政システムに転換するため、行政

隔群益遜塗Fふ冒顕磐胃件烏質曇岳墨|
ま長と疹洛と岳音手肩貧ご召

情報共有化」への取組を進める。

②府民視点での政策形成能力の向上を図るとともにt フラット化、グ
ループ制等の組織改革、職員の意識改革など庁内の改革を行って円
滑な事務の推進、事務の効率化を図るため、府民の声や思いなどの
府民情報、様 な々情報の交流を活発化させる 「職員と組織間の情報
共有化」への取組を進める。

2  事業内容

① 府政ポニタルサイ ト整備費
・開発 ・運用

② 府民との情報共有システム開発費

担当課 ・係名 総務調整課  総務担当 課 ・係 電話番号 075-4 14,40 30

総務- 2



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

総  務  部

事 業 名 地 域 戦 略 推 進 費

予 算 額 3 8 , 2 0 0 千 円 新規 ・継続の別 新 規

目的

対象

方法等

容内業事

1  目 的

府民発 と府民参画 ・府民協働の京都府社会を構築していくため、地
方振興局等の地方機関の再編を機に、新しい広域振興局において、市
町村との連携や地域住民 ・N P O 等の参画を得ながら、

◇地域の声や意向を地域政策や事業決定に反映させる仕組みをつく
る。

◇府民等との政策議論等の過程を通じて、地域の声をしっかりと受
け止め、地域の資源や基盤等を活かしながら、地域の発展方向な
どを具体化していくため、地域における総合的な地域振興計画を
策定する。

◇計画目標の達成に向け、府民協働の施策を展開する。
など、総合的 ・戦略的な視点による地域づくりを推進する。

2  事業内容

①地域振興計画の策定

各広域振興局 (山城 ・南丹 ・中丹 ・丹後) 毎に、市町村との
連携、住民 ・N P O 等の参画を踏まえた 「地域振興計画」(中
期計画) を策定する。

②ソフト事業の実施

地域振興計画の策定過程において、地域の意見等を踏まえた
事業、調査事業などを実施する。

③広報紙の発行

各広域振興局毎に広報紙を作成し、管内に配布する。
(年2 回)

担当課 ・係名1  総務調整課 総務担当 課 係 電話番号 075-4 14-4030

総務 - 3



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

総  務  部

事 業 名 地 方 税 電 子 申告 共 同 開 発 負 担 金

4 0 , 2 0 0 千円
 1

新規 ・継続の房可
1

新規

1  趣   旨

イ ンター ネ ッ ト等 を利用 して税 申告ができるシステム を構 築 し、納
税者の利便性向上 と税務行政の効率化 を図る。

2  概   要

地方税電子化 の推進等 を 目的 として平成 1 5 年 8 月に設立 された地
方税電子化協議会 に参加 し、地方税電子 申告 システムの全国共通基盤
となる標準 システムの共同開発 を行 う。

< 地方税電子化協議会>

設立年 月 日 平成 1 5 年 8 月 7 日

参 画 団 体 全国知事会、全国市長会、全国町村会
総務省、 日本税理士会連合会、全国地方税務協議会

役 割 ①地方税電子化の検討と推進
②地方税電子申告システムに関する開発及び運営 等

予 算 額

事 業 容

目的

対 象

方法等

担 当課 ・係名 税務課電算係 課 係 電話番号 075-4 14-4440

総務 - 4



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 府 税 コ ン ビ ニ 収 納 推 進 費

予 算 額 1 2 , 0 0 o 千 円 新規 ・継続 の別 新 規

事 業 内 容

目的

対象

方法等

1 趣  旨

徴収率が低い自動車税について、全国のコンビニで納税が行える
ような仕組みを整え、納税者の利便性向上と徴収率の向上を図る。

2  概   要

( 1 ) コ ン ビニ代行 業者 に府税 の収納事 務 を委 託す る ことによ り、
2 4 時 間全 国で納税 がで きる環境 を整備 す る。

( 2 ) コンビニ収納のデータ受信に対応するため税務電算システム
を変更する。

3  コンビニ収納 開始時期

平成 1 6 年 9 月～ (予定)

税務課管理係

税務課電算係
担 当課 ・係名 課 係 電話番号

075-4 14-443 1

075-4 14-444 0

総務 - 5



総 務 部

事  業  名 市町村未来づくり交付金

予  算  額 2 , 0 0 o , o o o 千 円 新規 ・継続の別 新規

事 業 内 容

的

象

等法

目

対

方

目  的
地方分権時代にふさわしい自立した市町村の未来づくりを支援す

るため、市町村等が必要とする事業に対して、市町村未来づくり交
付金を交付する。

交付先

市町村、一部事務組合、市長会、町村会、広域市町村圏等協議会

交付対象事業

市町村の未来づ くりに資する事業
( 1 ) 地方分権時代における市町村の自立性を高める観点か ら、

市町村計画及び広域振興局の地域振興計画に基づき、市町
村が創意工夫 して実施する地方単独事業等

( 2 ) 府 と市町村が一体 となって全府的に取 り組む重要性 ・緊急
性の高い事業

交付の方法等

各市町村等ヘー括交付 し、市町村の裁量で各事業間の充当配分が
可能

広域振興局の権限強化
基本的に、交付決定権限を広域振興局長に委譲

市町村未来づ くり資金 との有機的連携の強化
本制度 と市町村未来づ くり資金制度 によ り、交付対象事業への

重点的支援 を実施

< 参考>
・既存の奨励的府補助金の一部を整理 し、本交付金に一括化

担当課 ・係名 地方課地域振興係 課 係 電話番号 075-4 14-4461

平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

総務- 6



総 務 部

事 業 名 市町村未来づ くり基金積立金 (市町村振興基金を充実 ・強化)

予  算  額 (注)    一 千円 新規 ・継続の別 継続

事 業 内 容

的

象

等法

目

対

方

1  見直 しの趣旨

従来の市町村振興資金の貸付事業について、地方分権時代にふさ
わ しい 自立 した市町村 の未来づ くりの推進 に資す るものとするた
め、市町村未来づ くり交付金 との有機的連携な どをとお した重点化
を実施

2  市町村未来づ くり資金貸付枠

2 2 4億円

3  貸付対象事業

道路、義務教育施設等市町村の行 う建設事業を広 く対象 とする
が、市町村未来づ くり交付金の対象 とな りうる事業な どに重点化

4  貸付条件

( 1 ) 貸付利率

貸付け時の政府資金貸付利率の範囲内で別に定める率
但しt 重点化事業は無利子も可 ( 1 6 年度から拡充)

( 2 ) 償還期限

15年以内 (据置期間 3 年以内)

( 3 ) 充当率

原則50% ～90%

但し、重点化事業は100% も可 ( 1 6 年度から拡充)

(4 ) 償還方法

元利均等年賦償還
i

5  広域振興局の権限強化

基本的に、貸付決定権限を広域振興局長に委譲

(注) 貸付金の償還金を原資に22億円の貸付枠が確保されるため、新
たな積立てを行わない。なお、市町村未来づくり交付金と連携し

て市町村を支援する観点からl o 年度は4 億円を処分

担当課 ・係名 地方課地方債係 課 ・係電話番号 075-4 14-4462

平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

総務 - 7



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明
総務部

事 業 名
l
公的個人認評サー

ビス運営費

予  算  額 3 1 , O o o 千 円 新規 ・継続の別 新規

事 業 内 容

的

象

等法

目

対

方

1  目  的

行政機関に対する申請 ・届出等のオンライン化に資するため、第
二者による情報の改ざん防止 ・通信相手の確認を行う高度な個人認
証サービスを、全国どこに住んでいる人に対 しても安い費用で提供
する公的個人認証サービスを運営する。

2  主な事業概要

( 1 ) 府民の申請に基づき電子証明書を発行

(2 ) 行政機関等への失効情報の提供等

(3 )

姿注

) 及び (2 ) に
T

る電子計算機処理等
午
指定認

評
機関ヘ

< 参考>
・平成 1 6 年 1 月 2 9 日、電子署名に係る地方公共団体の認証業
務に関する法律 (公的個人認証法) 施行

担当課 ・係名 地方課地域振興係 課 ・係電話番号 075-4 14-4461

総務す 8



事  業  名 衛星通信系防災情報システム整備費

予 算 額 1 , 7 8 8 , 0 0 o 千 円 新規口継続の別 継   続

事 業 内 容

目的 口対象

方 法 等

1 目 的

府民の安心口安全を確保するため、衛星通信系防災情報システ
ムを整備し、安全かつ信頼性の高いネットワT クを確立する。

2 事業内容

内

　

容

①衛星系システム及び地上系システムを整備することにより、通
信回線の二重化を図る。

②全国的なネットワークに接続することにより、京都府から国、都
道府県等に映像情報等を送受信する衛星系システムを整備。

③「京都デジタル硫水ネットワーク」を活用した地上系システムに
より、被害情報等を収集口発信する防災情報システムを整備。

機

能

衛
星
系

O 映像伝送システムの整備
・高画質のデジタル動画像を国、都道府県等へ送受信 等

地

上

系

O 市町村等とオンライン化することによる迅速確実な情報収集
体制を整備
t被害情報収集システム
・地図情報システム
ロ道路情報システム 等

整

備

計

画

O 衛星系整備

O 地上系整備

O 周辺整備

1 5 ・1 6 年度 (1 7 年度から運用開始)

1 7 81 8 年度 (1 9 年度から運用開始)

1 9 ～2 1 年度

担当課 B係名 消防防災課  防災室 課 口係 電話番号 0 7 5 - 4 1 4 - 4 4 7 5

平成1 6 年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

総務- 9



事  業 名 活断層調査事業費

4 5 , 8 0 0 千 円    1新 規 ・継 続 の 別 1  継  続

1  目 的

地震防災対策について、計画的な取り組みを着実に進める
ため、国と連携を図る中で、平成15年度に引き続き、活断層
調査を実施する。

2 内 容

調査委員会

の 設 置

学識経験者による調査委員会を設置し、
活断層調査を実施する。

調 査 対 象 三峠断層

(福知山市～日吉町)

調 査 方 法

平成15年度の調査を踏まえ、物理探査調
査、ボーリング調査、トレンチ調査等を実

施する。

予  算  額

事 業 内 容

対 象

方法等

担当課・係名 消防防災課防災室 課□係 電話番号 0 75-4 14-44 74

平成16年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

総務- 10



平成16年度当初予算案主要事項説明
部務総

地域防災力充実事業費

1 3 7 , 0 0 0 千円 新規コ継続の別

事 業 内 容

1 目 的

大規模災害等発生時に備えて、府内市町村の防災体制の強化を図る
ため、地域防災の要である消防団や、初期消火活動等を行う自主防災
組織等の活性化を図り、もって、地域における防災力の向上を推進する。

2 事業概要
O 消

O  消防団員激励事業
消防団員の奉仕的かつ献身的な活動に対し、その労苦に報いるとと

もに団員の処遇改善に資するため、激励金を交付する。(財団法人京都
府消防協会が実施する事業に対して助成。)

①消防団資機材菫席専要
口消防ポンプ車等
B消防団活動服等

②女性消防団(隊)育成事業
。女性消防団(隊)活動服等
。軽可搬式ポンプ

③消防団等環境整備事業
B消防団拠点施設
ロアポロキャップ 等

④消防団員確保促進事業
・広報誌、ポスター作成等
D資格等取得経費

。小型ポンプ、訓練経費等
口自主防災組織連絡協議会開催経費

主塾聾防災活動促進事業
日常備消防、消防団、自主防組織合同による
訓練口研修の経費
口地域の防災リーダーの養成に要する経費

担当課口係名 消防防災課  消防指導係 課B係 電話番号 0 75-4 14- 4 468

総務T l l



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 災害情報映像伝送システム整備費

8 2 , 6 8 7 千円  1新規 ・継続の別 1  新  規
予 算 額

事業内容

目  的

対  象

方 法 等

1  目 的

京都市消防ヘリコプターのうち、今回更新する 1 台に積載するカラ
千カメラと送信機について、その整備に必要な費用の一部を助成すると

2  内 容 (千円)

補助対象設備 事業費 府補助額

ヘリコプターテレビ

伝送システム

350,000 82,687

< 参考>

i 大規模災害等の発生時において、京都府が警戒活動や情報収集、

応急対策等を実施するため、京都市の消防ヘリコプターを活用でき

るょう、府市協調の一環として 「大規模な災害の発生に伴う航空

消防防災活動に関する協定」を平成 1 6 年 1 月 1 1 日に締結している。

担当課 ・係名 消防防災課 消防指導係 課 係 電話番号 075 (4 14)-4468

総務 - 1 2



平成 1 6 年度当初予算案主要説明事項

務総

被 災 者 生 活 再 建 支 援 事 業 費

6 5 1 , 2 4 6 千円 新規 ・継続の別

事 業 内 容

1 趣  旨

自然災害による被災者の住宅再建を支援するため、都道府県
の拠出によ り基金を造成 し、被災住宅の解体撤去 ・整地費用、
各種住宅関係手数料、住宅家賃等に支援する。

2  京都府拠出額

6 5 1 , 2 4 6 千円

※基金総額

3 0 0 億円

3  支援内容

自宅が全壊 (または全部解体) した世帯が、

自宅再建又は新築等をする場合

2 0 0 万円

自宅が半壊 した世帯のうち、損壊等の程度

が大規模 (大規模半壊) である世帯が、自

宅の補修をする場合

１

0 0 万円′

居住する住宅が全壊または大規模半壊 した

世帯が、賃貸住宅 (公営住宅を除く) に入

居する場合

5 0 万 円

担当課 ・係名 消防防災課 防災室 課 ・係電話番号 075-4 14-4475

総務- 1 3



平成 1 6 年度 当初 予算案主要事項説 明

総

社 寺 筆掌 文 化 資 券斗 律飛 首き 事 葺逢

1 0 5 , O o o  千 円 新 規 ・継 続 の別

劇

勢

隆
脚
暫

事 業 内 容

1  目 的

府 内の社 寺等が所 有又 は管理 す る 国 ・府 で は未 指定 で 、学術 上 又

は、文 化 的価 値 の 高 い文 化 資料の保 全 を図る こ とを 目的 とする。

これ によ り、歴 史 的な 景観や民俗 文化等 の地域 資源 を活用 し、地

域 の文 化 の 高揚 や地域 の 活性化 を 図 り、併 せて こ う した支援 の活用

によ り、観 光需要 の拡大 や 地域 振興 の促 進 を図 る。

2  補助 対象事 業

tl ) 社 寺等 文化 資料保 全補助 金 (予 算額 9 0 , o o o 千 円)

①  遺跡 。名勝 ・天然記念物の保全

②  文化 資料の補修
美術工芸品の補修、建造物の修理

③  民俗文化資料の保全
有形の民俗文化資料の保全、無形の民俗文化 資料の保全、
無形の民俗文化資料の映像記録等整備

④  文化資料保存施設及 び設備の整備
収蔵庫の設置、防災 ・防犯設備の整備又は保存施設の修理

(2 〕紙 園祭 山鉾懸装品新調事業費補助金 (予算額 1 5 , 0 0 0 千円)
祇 国祭 山鉾懸装品の うち文化財的価値が高 く、大型で貴重な前掛

・胴掛 ・見送 りな どの懸装 品を退役保存するため、その代替 と して
現代の意匠 ・染織技術の粋 を集めた懸装品新調事業 に対 して補助す
る。

・平成 1 6 年度 新調点数     3 点 (予定)
( 事業費総額 3 7 , 5 0 0 千円、 補助率 (負担率)  2 / 5 )

担 当課 ・係 名 文 教 課  宗 教 係 4 1 4 - 4 5 2 2

総 務 - 1 4



平 成 1 6 年 度 当初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

総

私   学   振   興   補   助   金

1 9 , 7 0 4 , 3 0 5  千 円 新 規 ・継続 の別

碑業　
　
　
　
　
法

事
　
　
Ｆ
隅
臨
ド
防
Ｌ

1  概  要

私 立学校が 京都府 の 学校教 育 にお いて重要な役 割 を果た して いる こ
とか ら、私 立学校 の教 育条件 の維持 ・向上 、保 護者 の教 育 費負担 の軽
減等 を 図るた め、総 額 1 9 7 億 4 3 1 万 円を計上 した。

これ は、前年度 当初 予算額 と比較 して 5 億 1 , 3 1 6 万 円、率 に し
て 2 . 6 7 % の増となる。

2  本年度の特色

2 1 世紀 の京都府 私 立 高等 学校 の在 り
学振興補助 金 を次の 3 つの柱 に再編 す る
や メニ ュ ーの創 設 ・拡 充 を図 る ことによ
支援 す る。

①教育改革推進支援
②経営改革推進
③俸学支援

方懇談会の提言 を踏 まえ、私
とともに、配分方法の見直 し
り、各学校の改革への取組 を

少子化の進行 に伴 い、子育て支援は 「働 く女性中心」か ら 「すべて
の親世代 に対する」支援への転換が求め られてお り、幼稚 園の機能 を
活用 した子育て支援事業の一環 と して、保護者の多様なニーズヘの対
応や父親の手育て参加 を推進するため、現行の r預か り保育推進事
業」を拡充する。

3  予算の 内訳

区 分 予算 額 (千 円)
高 等 学 校 運 営 費 補 助 等 1 0 , 6 7 2 , 8 7 8

中 学 校 運 営 費 補 助 2 , 3 8 6 , 9 3 4

小 学 校 運 営 費 補 助 8 2 4 , 4 7 3

幼 稚 園 運 営 費 補 助 等 5 ,  1 2 5 , 3 6 4

専修 ・各種学校教育振興補助等 8 5 , 4 2 9

私 学 関 係 団 体 等 補 助 6 0 9 , 2 2 7

計 1 9 , 7 0 4 , 3 0 5

担当課・係名 文 教 課  助 成 係 庁 内電話 番号 414-45 17
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充 内  容

◇特 色 教 育推 進 補助 の メニ ュ ーの 充 実 (予 算 額 520, 00o千 円 )
・教 育 の個 性 化 ・多様 化 の推 進 分

(外 国人 ・社 会 人 教 員 の採 用 、教 員研 修 の 充 実等 )
。就 業 支 援 分 ( 「私のしごと館」活用事業、専任教職員の配置等)
。中退 対 策 分 (専 任 教 職 員 の 配置 、研 修 会 の 開催 等 )   等

(2) 経 営 改革 推 進

実な主

◇ 授 業 料 減 免 補 助 の 充 実        (予 算 額 100, 0 0 0千 円 )

(予 算 額  22, 0 0 0千 円 )◇ 授 業 料 減 免 割 の 創 設
・経 常 費 補 助 金 の 配 分 方 法 を 見 直 し、 学 校 負 担 分 の 1 / 2 を

授 業 料 減 免 割 と して 交 付

2             _(_幼 程 壇 ,

◇ コ ンサ ル タ ン ト診 断 支 援 の 創 設

◇ 私 立 高 校 経 営 改 革 支 援 事 業 の 充 実
・各 校 の 経 営 改 革 の 具 体 化 へ 向

す る 支 援 。

(3) 体 学 支 援

◇ 特 定 預 か り保 育 推 進 事 業
・保 護 者 の 特 別 の 二 ― ズ に対 応

( 4 時 間 ) を 超 え る部 分 (早 朝

助 対 象 と す る 。

( 60 0千 円/ 1 校 当 た り)

(予 算 額 2, 0 0 0千 円 )

け て の 調 査 研 究 相 談 活 動 に対

(予 算 額  7, 8 0 0千 円 )

し、 現 行 の 預 か り保 育 時 間
・夜 間 ) につ い て 、 新 た に補

◇ 休 業 日預 か り保 育 推 進 事 業      (予 算 額  2 1, 360千 円)
・土 日や 夏 休 み 等 の 体 業 期 間 に、保 護 者 の特 別 の ニ ーズ に対
応 して 預 か り保 育 を実施 す る場 合 につ いて 、新 た に補 助 対象
とす る。

総務- 1 5 - ①



遺 伝 子 ・蛋 白 質 機 能 解 析 研 究 事 業 費

7 4 , 0 0 o  千円

容
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副
引
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刊
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内
　
　
　
対

業
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法

事
　
　
Ｆ
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1  目  的

医科大学において、蛋白質の構造と機能を解析するための研究機器を 3

箇年で整備する。

様々な疾患を蛍白質の性質等に着目して先端的方法で研究することによ

り、疾患の早期発見・早期診断が可能となり、個々人に対応した治療法

(オーダーメイド医療) や最適な医薬開発に資することができ、府民への

医療の質向上に貢献する。

2  整備内容

年度 主な導入研究機器 機  能

６

・蛋白質発現パターン解析装置
・軍白質試料調製装置  等

疾患に特有の蚤白質パターンにつ
いての高精度の基盤的な解析を行
う研究機器

７

・レーザー質量分析装置 微量な蚤白質の構造、質量の解析
を行う研究機器

８

・蛍白質精製装置
・分子FEl相互作用機能解析装置

蜜白質の性質、機能、役割の解析
を行う研究機器

京都府立医科大学学生課 0 7 5 - 2 5 1 - 5 2 2 6

平 成 ■ 6 年 度 当 初 予 算 案 三主 要 事 項 説 明

総務 一



附 属 病 院 外 来 化 学 療 法 セ ン タ ー 設 置 費

7 3 , 0 0 o  千円

容内
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法

業
　
　
的

勢
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ー
防
Ｌ

1 趣  旨

附属病院においては、近年、悪性腫瘍の患者に対する化学療法 (抗癌剤の

投与) が各診療科の外来で実施されるケースが増加しているが、これを専門

のスタッフを擁した 「外来化学療法センター」において中央的に実施するこ

とにより、安全性の確保と患者サービス (利便性 ・快適性) の向上を図る。

2  内  容

附属病院C 棟 3 階の病室を改修 し、専用のベット・リクライエングチェア

ーを配置した化学療法室、調剤室等を整備するとともに、専任のスタッフ

(医師、看護師、薬剤師等) を配置する。

3  対象疾患

胃癌、大腸癌、肝臓癌、障臓癌、肺癌、乳癌、卵巣癌、前立腺癌、悪性 リ

ンパ腫など

4  当面の実施見込み数

1 日当たり約 4 0 人 (週 5 日実施)

5  開設時期

平成 1 6 年 7 月

京都府立医科大学病院管理課 075-251-5233

平 成 ■ 6 年 度 圭 岳初 予 算 案 三主 要 事 項 説 明

総務 一



平 成 1  6 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 J頃 説 明

附 属 病 院 再 生 医 療 研 究 施 設 整 備 費

8 0 , O o O  千円 新規 ・継続の別

容
　
目
判
封
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事
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博
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1 趣  旨

医科大学において再生医療を推進するために、細胞を安全に無菌的に処理

する施設 (セルプロセッシングセンター) を医科大学内に整備する。

2  主要設備

細胞培養 ・処置室、原材料 ・製品保管室、着衣室、脱衣室、管理室

3 期待される効果

人工臓器や臓器移植等の臓器置換療法に代わる、より本質的で将来性のあ

る治療法の開発への寄与

4  医科大学における再生医療の状況

白血病に対する造血幹細胞移植において高い評価を受けるとともに、角膜

、再生に関する先進的な治療や、心筋再生に関する研究などに意欲的に取り組

んでいる。

京都府立医科大学病院管理課 075-251-5243



事  業  名 附 届 病 院 電 子 カ ル テ シ ス テ ム 導 入 調 査 費

5 , 0 0 o  千円 新規 ・継続の別

事 業 内 容

劇

・
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暫

1  目  的

カルテや看護記録、X 線画像等の医療情報を電子化して一元管理すること

により、医療の質と患者サービスの向上及び業務の効率化を図る。

なお、平成 1 6 年度においては、ヵルテに係る業務運用の現状を調査 ・分

析し、電子カルテシステム導入の際の課題等を抽出するとともに、システム

導入事例調査等を行う。

2  導入効果

・医療の質の向上
情報の共有化による診療科を越えたチーム型医療の実現
カルテとォーダーとの情報連携による医療過誤の防止

・患者サービスの向上
情報提供の迅速化と分りやすい説明
カルテの読みやすさの向上

・地域医療連携
地域病院 ・診療所との連携促進による地域医療ネウトワークの強化

京都府立医科大学医事収納課 0 7 5 - 2 5 1 - 5 2 5 4

平 成 1  6 年 度 差 3初 予 算 案 寺 r要 事 項 説 明

総
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